








2015 年時点で，日本政府は化石エネルギー源の比率を 2030 年度に 76％程度まで低減させる見通
しを掲げているが，その実現性に関しては，2016 年 2 月時点で約 800 の新規参入者の特定規模電気
事業者（PPS：Power Producer and Supplier）における今後の再生可能エネルギー事業成長の成否
によって大きく左右されると考えられる。
そこで本研究では，今後の日本の電気事業において，再生可能エネルギー利用普及に重要な役割を
担う新規参入者の特定規模電気事業者の実態（2016 年 2 月時点）に焦点を当て，その事業実態の現
状を概観し，再生可能エネルギー利用普及に係る政策課題の考察を試みる。
















2011 年 3 月の東日本大震災とその後の東京電力福島第一原子力発電所事故（2016 年 4 月時点で原
発事故は収束していない）により，多くの人々が，日本のエネルギー政策の基本的考え方を根本的に
見直すべきだと考えている 1。大震災直後は原発再稼働の是非に関して国民的合意を得られなかった
ため，2014 年 4 月に政府が公表した「エネルギー基本計画」2 では骨子が示されたものの，従前と異
なり，長期エネルギー需給見通しの具体的な数値公表は差し控えられた。
2015 年 7 月公表の長期エネルギー需給見通しでは，2030 年度の一次エネルギー供給を 326 百万
kℓ（経済成長率を年率 1.7％，省エネルギー対策なしの場合と比較して 13％（50.3 百万 kℓに相当）












石炭 石油 天然ガス 水力 原子力
その他
（注 1）
1960 年度 41.2 37.6 0.9 15.7 0.0 4.6 100.0
1970 年度 19.9 71.9 1.2 5.6 0.3 1.0 100.0
1980 年度 17.0 66.1 6.1 5.2 4.7 1.1 100.0
1990 年度 16.6 58.3 10.1 4.2 9.4 1.4 100.0
2000 年度 17.9 51.8 13.1 3.4 12.4 1.3 100.0
2010 年度 22.1 44.4 17.5 3.3 11.1 1.6 100.0
2011 年度 21.9 47.0 21.7 3.6 4.1 1.7 100.0














（注 1）   表中の実績の「その他」は新エネルギー他を示し，ほとんどが再生可能エネルギー（除く大規模水力発電（1,000kW 超））
である。







ネルギー供給構造高度化法」（2009 年施行）4 など）。1970 年度の化石エネルギー源は全体の 93％を
占めていたが，おもに原子力依存度の上昇により，2010 年度には 84％まで低下した。しかし，大震
災後の 2013 年度には原子力依存度が 0.4％となり，再生可能エネルギーの比率は 2.1％に上昇したも
のの，化石エネルギー源が原子力依存度の低下分をほぼ代替する格好で増加し，化石エネルギー源の
比率は 94.5% まで上昇している（表 1）。
このように，2011 年 3 月 11 日の東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故により，暫く，
日本のエネルギーミックスは高水準の化石エネルギー源比率で推移すると予想される。一方，経済産
業省（2015）は，化石エネルギー源の比率を 2030 年度に 76％程度まで低減させる見通しを掲げたが，
その実現性に関しては，2016 年 2 月時点で約 800 の新規参入者の特定規模電気事業者（PPS：
Power Producer and Supplier）における今後の再生可能エネルギー事業成長の成否によって大きく
左右されるものと考えられる。
そこで本研究では，今後の日本の電気事業において，再生可能エネルギー利用普及に重要な役割を




電気事業法等の一部を改正する法律（2014 年）が成立し，2016 年 4 月以降，日本の電気事業者の
類型が図 2－1 のように変更された。
従前の電気事業法第二条の定義により，2016 年 3 月まで，日本の電気事業は一般電気事業 5，卸電
気事業 6，特定電気事業 7 及び特定規模電気事業 8 と定義されていた（図 2－1 の左図）。これが，電
気事業法等の一部を改正する法律（第十六条）により，2016 年 4 月以降，日本の電気事業の定義は，
小売電気事業（登録制），一般送配電事業（許可制），送電事業（許可制），特定送配電事業（届出制）
及び発電事業（届出制）と変更され，再定義された。
本研究では，電気事業への新規参入者である特定規模電気事業者（PPS，Power Producer and 
Supplier，「新電力」とも呼称される）の再生可能エネルギー事業の取り組みの現状を明らかにし，
参入障壁等の課題を研究対象とする。PPS は，表 2－1 で示すように，PPS の届出数が近年急増し
ており，2015 年 12 月時点で 800 を超えている。ただし，2014 年度の 651 の届出事業者のうち，供




（注） 左図の全国の送電網ネットワークは一般電気事業者が保有（2016 年 1 月現在）。
左図の数値は 2014 年度発電電力量（単位：100 万 kWh）を示す。
（出所） 経済産業省資源エネルギー庁「電気事業者の概要」，経済産業省「電気事業法等の一部を改正する法律について」（平成 26
年 6 月），経済産業省監修『電気事業便覧（平成 27 年版）』をもとに筆者作成。
表 2－1　特定規模電気事業者（PPS）の届出数と販売電力量の推移（年度末）
2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度
（参考）
2015 年 12 月
電気事業
届出数
46 53 79 192 651 802
販売電力量
（MWh）











一方，日本の電力小売市場は，2000 年 3 月に電気事業法改正の手続きに基づいて，2,000kW 以上
（20,000V 以上）の特別高圧・大規模契約需要家から自由化が始まり，2004 年 4 月に 500kW 以上の

































月以降，8 兆円規模（2014 年度，資源エネルギー庁試算）の電力小売市場が全面自由化 10 となった。
2016 年 4 月 1 日より，発電，送配電，小売の各事業に登録制が導入されるのにあわせて，東京電
力は会社分割を実施した。これは，原子力損害賠償・廃炉等支援機構法に基づき策定した「新・総合
特別事業計画（2014 年 1 月政府認定）」において会社分割を検討および申請していたものを，2016





図 2－2　東京電力の会社分割（2016 年 4 月 1 日）
（注）すべて 100％子会社。






























































2015 年 12 月時点で，802 の事業者が特定規模電気事業の届出をしている（表 2－2）。特定規模電
気事業者（PPS，Power Producer and Supplier，新電力）は，新設された法人のほかに，さまざま
な異業種分野からの参入事業者（株式会社（単独出資，共同出資），有限会社，合資会社，合同会社，
一般社団法人，一般財団法人，協同組合，特定非営利活動法人）で構成されている。ただし，2016
年 1 月時点で電力供給の実績がある PPS は 119 の事業者 14 であり，特定規模電気事業の届出（経済
産業大臣）をしているが供給実績のない事業者の割合が未だに多い。
表 2－2　特定規模電気事業者（新電力）の組織形態
（事業者数，2015 年 12 月時点）









761 16 1 9 7 2 5 1 802
（出所）経済産業省資源エネルギー庁「特定規模電気事業者連絡先一覧」より作成。
「電気事業法等の一部を改正する法律」（第十六条）に拠って，2016 年 4 月 1 日以降，小売電気事
業者は「登録を受けた者」（登録制），一般送配電事業者と送電事業者は「許可を受けた者」（許可制），
特定送配電事業者と発電事業者は「届出をした者」（届出制）と定義が修正された。したがって，
2016 年 4 月 1 日以降，PPS のうち，小売電気事業と発電事業の両方の事業を行う事業者は登録制と
届出制の 2 種類の手続きが必要になった。
表 2－3 は，供給実績のある 119 の PPS のうち販売電力量（2016 年 1 月）でみた上位 20 事業者
の一覧である。PPS のうち最大の販売電力量となった（株）エネットは，月間 9.9 億 kWh（年間
100 億 kWh 超）の電力を販売しており，PPS の販売電力量全体の約 4 割（2014 年度）を占めている。
同社は，（株）NTT ファシリティーズ（40％），東京ガス（株）（30％），大阪ガス（株）（30％）に
よる共同出資会社であり，総合エネルギー企業を目指す 2 大都市ガス会社と NTT グループの情報通
信技術・ネットワークのシナジー効果が期待されている。
2016 年 3 月までの PPS の電力販売先は，2,000kW 以上（20,000V 以上）の特別高圧・大規模契
約需要家から 50kW 以上（6,000V 以上）の需要家までに対象が限られていたが，2016 年 4 月以降，
家庭やコンビニエンス・ストアなどの 8 兆円規模の低圧需要家を対象とする電力小売りが自由化され






















































































FIT 電 気（ 風 力 ），
FIT 電気（太陽光），





















































































































































2016 年 4 月 1 日より，発電，送配電，小売の各事業に登録制が導入された。2016 年 2 月 8 日時点
での登録小売電気事業者数 15 は 169 事業者であったが，4 月 1 日時点で 280 事業者にまで増加して
いる。特定規模電気事業者（新電力）のうち，登録小売電気事業を兼業する事業者は後掲参考資料 1
で示す 193 の事業者（2016 年 2 月 8 日時点）である。
（3）特定規模電気事業者の一般的なビジネスモデル
参入した特定規模電気事業者のうち，一般的なビジネスモデルとして，イーレックス（株），（株）
エネット，JX エネルギー（株）（旧：JX 日鉱日石エネルギー（株））16 を取り上げる。
①イーレックス（株）
イーレックス（株）のビジネスモデルは，PPS のなかで最も一般的なもの事業モデルと考えられ，
















（注 1）PPS：特定規模電気事業者，Power Producer and Supplier
（注 2）  ：主要な電力の流れ， ：補助的な電力の流れ
（出所）イーレックス株式会社「有価証券報告書」（2015 年 3 月期）より作成。
イーレックス（株）の電力ビジネスモデルは，電力を他の発電事業者（火力，再生可能エネルギー
利用発電等，含む一般電気事業者），自社発電設備（関連企業），及び，補助的ではあるが，一般社団



























（注）1．イーレックスニューエナジー佐伯株式会社の佐伯発電所は平成 28 年 11 月に商業運転開始予定。
（出所）イーレックス株式会社「有価証券報告書」（2015 年 3 月期）より作成。
②（株）エネット
2016 年 1 月時点で供給実績のある 119 の PPS のうち（株）エネットは最大の電力量を販売して
いる。PPS の販売電力量全体の約 4 割（2014 年度）を占めている。同社は，（株）NTT ファシリティー
ズ（40％），東京ガス（株）（30％），大阪ガス（株）（30％）による共同出資会社であり，総合エネ



















図 2－5　JX エネルギー（株）の電力供給の電源構成（2014 年度実績）




（注 3） 「その他」の電気は，一般電気事業者からのインバランス（補給）供給を受けた電気（火力 92％，水力 7％，地熱等 1％）
を指す。
（注 4）JX エネルギー（株）の 2014 年度の CO2 排出係数は 0.325kg-CO2/kWh（調整後排出係数）。
（出所）JX エネルギー（株）の Web 公開情報をもとに作成。
（4）エネルギーの地産地消と地方創生
多くの PPS は大口需要家に電力を供給しているが，「地産地消」に基づき地域経済の活性化を目
指すビジネスモデルを追求する PPS もある。ここでは，合同会社北上新電力と（株）中之条パワ （ー一
般財団法人中之条電力）を取り上げることにする。
①合同会社北上新電力




























する。電力の過不足売買は JEPX と共同出資者の（株）V-Power を想定しており，再生可能エネルギー

















































が（2014 年度，約 555 億円），資金繰りの悪化等により自己破産に至っている 20。











2012 年 7 月に開始された再生可能エネルギー固定価格買取制度（FIT）により，約 9 割を占める
太陽光発電を中心に設備導入が急速に増加した。しかし，2012 年 7 月から 2014 年 10 月末までに，
固定価格買取制度下で再生可能エネルギー発電設備（太陽光（住宅），太陽光（非住宅），風力，地熱，
68 日本の再生可能エネルギー政策の現状と課題
中小水力，バイオマス）として認定された設備容量は 7,199 万 kW であったのに対して，実際に運転
を開始した設備導入量は 1,411 万 kW と約 20％にすぎなかった。とりわけ，非住宅の太陽光発電は











の届出制となっていた PPS の事業者数は約 800 にも増加していたが，2016 年 1 月時点で実際に電
力の供給実績がある PPS 事業者数は 119 にすぎない。電力事業サービスという公共性と市場競争を
両立させるには，一定の外部性を想定し，「市場の失敗」及び「政府の失敗」によって生じる可能性
のある埋没費用（sunk cost）を制御できる最低限の経済的規制の検討が必要である。つまり，2016




論型世論調査報告書』2012 年 8 月 27 日（改訂版）。
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平田裕子（2015）。「再生可能エネルギーと地域活性化　持続可能な地域資源の活用に向けて」『金融ジャーナル』






 1 ジャパン・フォー・サステナビリティ（2012）が 2012 年 7 月に実施した「日本のエネルギー政策に関する
国際世論調査」では，世界 53 ヵ国 322 件の回答者のうち 7 割が日本の原発ゼロを支持するとしている。日





 2 エネルギー基本計画は，「エネルギー政策基本法（2002 年公布・施行）に基づき，エネルギー需給に関して
総合的に講ずべき施策等について，関係行政機関の長や総合資源エネルギー調査会の意見を聴いて，経済産
業大臣が案を策定し，閣議決定するもの」（経済産業省（2015））である。
 3 電源構成については，2010 年のエネルギー基本計画（2010 年）において，ゼロ・エミッション電源（原子
力及び再生可能エネルギー由来）の比率を，2020 年に 50％超，2030 年に 70％を超える水準にまで段階的
に引き上げていくことを表明していた。
 4 正式の法律名称は「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効








している（2015 年 3 月末時点の架空・地中の電線路亘長は 102,703km，同回線延長は 178,156km，鉄塔等の
支持物は 438,939 基）。





の 5 社（2015 年 3 月末）である。これら 3 つの電気事業については経済産業大臣の許可を受けなければな
らない（電気事業法第三条）。
 8 特定規模電気事業者（PPS，Power Producer and Supplier）は，契約電力が 50kW 以上の需要家に対して，
一般電気事業者が有する電線路を通じて電力供給を行う事業者であり，特定規模電気事業は経済産業大臣へ
の届出のみでよい（電気事業法第十六条の二）ことになっていた。
 9 一般電気事業者（10 電力会社）は，発電事業から送配電事業までを担う一貫操業の垂直統合型企業であった。
70 日本の再生可能エネルギー政策の現状と課題
10 一般電気事業者の規制料金での供給は，経過措置として 2020 年以降に解除される予定である。
11 今回の会社分割により，「今後，東京電力は，『賠償・廃炉・安定供給』の責任を貫徹するとともに，競争の
中で収益基盤を確保することで，グループ全体として，新・総合特別事業計画に定めた『責任と競争』の両
立を果たしていくことになる」としている（経済産業省資源エネルギー庁「News Release」（平成 28 年 3 月
29 日公表））。
12 通商産業政策史編纂委員会編・橘川武郎著（2011），p.405。
13 2016 年 5 月分，全国一律 2.25 円 /kWh（消費税込み）。
14 一般社団法人エネルギー情報センタ 「ー新電力ネット」（2016 年 4 月 13 日閲覧）による（2016 年 1 月実績値）。
15 登録小売電気事業者の基本情報は経済産業省資源エネルギー庁の Web で公表されている（http://www.
enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/summary/retailers_list/），2016 年 4 月 4 日閲覧）。
これまでの一般電気事業者（9 電力会社，東京電力は会社分割後の東京電力エナジーパートナー（株））も，
2016 年 4 月 1 日以降，登録小売電気事業者として登録されている。
16 2016 年 1 月，JX 日鉱日石エネルギー（株）から JX エネルギー（株）へ社名を変更した。
17 2003 年 11 月に設立された卸電力取引所であり，2016 年 4 月 1 日以降の電気事業法第 97 条第 1 項に定めら
れた卸電力取引所として指定（2016 年 3 月 22 日付け）された。一般社団法人の社員はイーレックス（株），（株）




である（2016 年 4 月時点）。取引される電力は水力，火力，原子力，FIT（再生可能エネルギー固定価格買
取制度）電気，再生可能エネルギー等が含まれる。
18 nikkei BPnet（2016 年 3 月 8 日配信）
 （http://techon.nikkeibp.co.jp/atcl/feature/15/302960/030700027/?ST=msb&P=4）
19 日本ロジテック協同組合は，2016 年 4 月 15 日，東京地方裁判所に自己破産を申請し，同日手続き開始決定
を受けた。この時点で負債総額は約 163 億円（帝国データバンクによる）と推定されている。






















1 株式会社 F-Power 2009 年 4 月 490 35
東京都港区六本木一丁目 8 番 7 号 アーク八木
ヒルズ 2 階
2 イーレックス株式会社 1999 年 12 月 3,465 34 東京都中央区日本橋本石町 3 丁目 3 番地 14 号
3 リエスパワー株式会社 2012 年 5 月 50 10 東京都豊島区東池袋 4-21-1
4 株式会社 SE ウイングズ 2014 年 1 月 10 5 北海道苫小牧市字弁天 504－4
5 株式会社イーセル 2010 年 12 月 10 N.A. 千葉県柏市あけぼの一丁目 8 番 9 号
6 株式会社エネット 2000 年 7 月 6,300 50 東京都港区芝公園二丁目 6 番 3 号
7 日本アルファ電力株式会社 2012 年 4 月 160 35
東京都千代田区丸の内二丁目 5 番 2 号 三菱ビ
ル 11 階
8 須賀川瓦斯株式会社 1959 年 5 月 22 200 福島県須賀川市卸町 44 番地
9 昭和シェル石油株式会社 1985 年 1 月 34,197 862
東京都港区台場 2－3－2　台場フロンティアビ
ル
10 エネサーブ株式会社 1965 年 12 月 7,629 150 滋賀県大津市月輪 2 丁目 19 番 6 号




2000 年 3 月 450 N.A.
東京都中央区日本橋本町 3-7-2　シオノギ本町
共同ビル 3 階
13 ネクストパワーやまと株式会社 2015 年 2 月 50 5 鹿児島県西別府町 2995－10
14 日本テクノ株式会社 1995 年 4 月 572 1,018 東京都新宿区西新宿 1 丁目 25－1
15 中央電力エナジー株式会社 2013 年 11 月 750 177 東京都千代田区大手町二丁目 6 番 2 号
16 株式会社 Looop 2011 年 4 月 499 75 東京都文京区本郷四丁目 1 番 4 号
17 東燃ゼネラル石油株式会社 1947 年 7 月 35,123 1,707 東京都港区港南一丁目 8 番 15 号
18 株式会社ナンワエナジー 2013 年 11 月 100 13 鹿児島県鹿児島市平之町 8 番 29 号
19 静岡ガス＆パワー株式会社 2014 年 7 月 495 N.A. 静岡県富士市蓼原 1146 番地の 1
20 荏原環境プラント株式会社 2006 年 3 月 5,812 1,921 東京都大田区羽田旭町 11－1
21 東京エコサービス株式会社 2006 年 10 月 200 253
東京都港区芝大門 2 丁目 8－13　サクセス芝大
門ビル 7 階
22 ダイヤモンドパワー株式会社 2000 年 3 月 120 N.A. 東京都中央区日本橋本石町 3 丁目 2 番 3 号
23 出光グリーンパワー株式会社 2009 年 11 月 50 N.A. 東京都千代田区丸の内 3 丁目 1 番地 1 号
24 プレミアムグリーンパワー株式会社 2010 年 1 月 30 N.A. 東京都千代田区丸の内 3 丁目 1 番地 1 号
25 株式会社エヌパワー 2011 年 2 月 10 10 愛知県清須市西枇杷島町宮前 1 丁目 1 番地
26 株式会社新出光 1926 年 3 月 100 393 福岡県福岡市博多区上呉服町 1 番 10 号
27 にちほクラウド電力株式会社 2013 年 12 月 400 N.A. 大阪府大阪市中央区平野町四丁目 5 番 7 号
28 一般財団法人泉佐野電力 2015 年 1 月 3 N.A. 大阪府泉佐野市市場東一丁目 295 番地の 3
29 総合エネルギー株式会社 1958 年 3 月 500 298 東京都港区赤坂 2－14－32
30 株式会社グリーンサークル 1984 年 4 月 N.A. 100 長野県長野市中曽根 2188 番地 5
31 株式会社ウエスト電力 2014 年 9 月 50 480 東京都新宿区西新宿 3－20－2
32 エクレ株式会社 1979 年 4 月 50 1,021 東京都中野区東中野 3－13－19




1987 年 4 月 N.A. N.A. 神奈川県横浜市中区常盤町 3－21
35 株式会社日本エナジーバンク 2003 年 5 月 40 12
北海道札幌市中央区北 5 条西 6 丁目 1－23　第
二道通ビル 8F
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36 新エネルギー開発株式会社 2011 年 10 月 80 N.A. 群馬県沼田市岩本町 550－1
37 伊藤忠エネクス株式会社 1961 年 1 月 19,878 659 東京都港区虎ノ門二丁目 10 番 1 号
38 株式会社デベロップ 2007 年 2 月 30 45
千葉県市川市市川二丁目 1 番 1 号パーク・ノ
ヴァ市川 202
39 株式会社 V-power 2013 年 2 月 10 8 東京都品川区東品川 3－6－5
40 大和エネルギー株式会社 1999 年 3 月 50 137
大阪府大阪市阿倍野区阿倍野筋 1－1－43　あ
べのハルカス 33 階
41 株式会社アップルツリー 2010 年 5 月 100 35
東京都港区高輪 2－8－10 高輪泉岳寺駅前ビル
4 階




1964 年 8 月 425 138 京都府京都市南区東九条室町 23 番地
44 真庭バイオエネルギー株式会社 2004 年 10 6 岡山県真庭市勝山 1209 番地
45 三井物産株式会社 1947 年 7 月 341,482 6,006 東京都千代田区丸の内一丁目 1 番 3 号
46 オリックス株式会社 1964 年 4 月 2,152,198 31,035 東京都港区六本木 7-14-23
47 株式会社エネサンス関東 2008 年 7 月 100 380 東京都港区浜松町 1－29－6
48 みんな電力株式会社 2011 年 5 月 88 7
東京都世田谷区池尻 2-4-5
世田谷ものづくり学校 210 教室
49 株式会社洸陽電機 1993 年 5 月 367 138 兵庫県神戸市東灘区住吉宮町 3－7－14
50 株式会社サニックス 1978 年 9 月 14,041 3,625 福岡県福岡市博多区博多駅東 2 丁目 1 番 23 号
51 株式会社コンシェルジュ 2004 年 4 月 50 2,027 大阪府和泉市テクノステージ 2－1－10




2004 年 2 月 246 50
東京都新宿区四谷 3－14－1 ホテル JAL シティ
四谷東京 2 階
54 サミットエナジー株式会社 2004 年 4 月 495 N.A. 東京都中央区晴海 1 丁目 8 番 11 号




2001 年 10 月 4,654 93 広島県広島市中区大手町三丁目 7 番 5 号
57 東京ガス株式会社 1885 年 10 月 141,800 7,979 東京都港区海岸一丁目 5－20
58 テス・エンジニアリング株式会社 1979 年 5 月 100 161 大阪府大阪市淀川区西中島 6 丁目 1 番 1 号




2015 年 1 月 100 7 東京都港区虎ノ門二丁目 10 番 1 号
61 伊藤忠商事株式会社 1949 年 12 月 253,488 4,364 東京都港区北青山 2 丁目 5 番 1 号
62 株式会社エコスタイル 2004 年 10 月 300 285
東京都千代田区丸の内 1 丁目 4 番 1 号　丸の
内永楽ビルディング 20F
63 入間ガス株式会社 1972 年 3 月 96 44 埼玉県入間市扇台 1 丁目 5 番 25 号
64 テプコカスタマーサービス株式会社 2013 年 7 月 10 1,579
東京都江東区豊洲五丁目 5 番 13 号豊洲アーバ
ンポイント 8 階






2006 年 7 月 15,000 1,232 東京都品川区大崎一丁目 5 番 1 号
67 ミサワホーム株式会社 2003 年 8 月 10,000 669 東京都新宿区西新宿二丁目 4 番 1 号新宿 NS ビル
68 サーラ e エナジー株式会社 2015 年 1 月 30 N.A.
愛知県豊橋市駅前大通一丁目 55 番地サーラタ
ワー
69 株式会社地球クラブ 2014 年 6 月 30 N.A. 東京都渋谷区渋谷 3 丁目29 番 8 号コーププラザ
70 株式会社エコア 2007 年 4 月 480 290 福岡県福岡市博多区冷泉町 4－20
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71 西部瓦斯株式会社 1930 年 12 月 20,629 1,400 福岡県福岡市博多区千代一丁目 17 番 1 号
72 東邦ガス株式会社 1922 年 6 月 33,072 2,860 愛知県名古屋市熱田区桜田町 19-18
73 シナネン株式会社 1934 年 4 月 15,630 1,477 東京都港区海岸一丁目 4 番 22 号
74 川重商事株式会社 1951 年 6 月 600 295 兵庫県神戸市中央区海岸通 8 番
75 大一ガス株式会社 1971 年 7 月 10 150 愛媛県松山市萱町 1 丁目 3 番地 12 号
76 株式会社リミックスポイント 2004 年 3 月 325 46 東京都目黒区東山 1-5-4　KDX 中目黒ビル 2F
77 大阪いずみ市民生活協同組合 1974 年 11 月 13,050 1,271 大阪府堺市南花田口 2－2－15
78 パシフィックパワー株式会社 2015 年 4 月 80 7 東京都多摩市関戸 1 丁目 7 番地 5
79 株式会社いちたかガスワン 1960 年 5 月 95 269 北海道札幌市中央区南 8 条西 6 丁目 1036
80 鹿児島電力株式会社 2015 年 7 月 10 N.A. 鹿児島県鹿児島市平之町 11－1
81 太陽ガス株式会社 1975 年 8 月 80 44 鹿児島県日置市伊集院町徳重 11 番地
82 アーバンエナジー株式会社 2013 年 12 月 50 N.A. 神奈川県横浜市鶴見区末広町二丁目 1 番地
83 パワーシェアリング株式会社 2014 年 9 月 12 14 千葉県銚子市川口町二丁目 6385 番地 348
84 合同会社北上新電力 2015 年 3 月 10 N.A. 岩手県北上市相去町山田 2 番地 18
85 株式会社タクマエナジー 2015 年 8 月 N.A. N.A. 兵庫県尼崎市金楽寺町 2 丁目 2－33
86 株式会社スマートテック 2005 年 10 月 30 160
茨城県水戸市赤塚一丁目 16 番地エスコート赤
塚 WEST，A202
87 水戸電力株式会社 2015 年 1 月 3 N.A.
茨城県水戸市赤塚一丁目 16 番地エスコート赤
塚 WEST，A202
88 丸紅株式会社 1949 年 12 月 262,686 4,379 東京都千代田区大手町 1 丁目 4 番 2 号
89 JL エナジー株式会社 2014 年 6 月 20 3 東京都中央区佃二丁目 2 番 10 号
90 ダイネン株式会社 1949 年 4 月 212 240 兵庫県姫路市飾磨区中島 3001 番地
91 奈良電力株式会社 2015 年 6 月 40 N.A. 奈良県御所市古瀬 1234 番地 1
92 日立造船株式会社 1934 年 5 月 45,442 9,581 大阪府大阪市住之江区南港北 1 丁目 7 番 89 号
93 大東ガス株式会社 1961 年 10 月 270 223 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保字西 1081－1
94 パナソニック株式会社 1935 年 12 月 258,700 254,084 大阪府大阪市中央区城見 2 丁目 1 番 61 号






2001 年 4 月 15,200 710
大阪府大阪市北区中之島 2 丁目 3 番 18 号中之
島フェスティバルタワー 25 階
97 株式会社エプコ 1990 年 4 月 87 158
東京都墨田区太平 4－1－3　オリナスタワー
12 階
98 武州瓦斯株式会社 1926 年 10 月 413 227 埼玉県川越市田町 32-12
99 株式会社みらい電力 2015 年 11 月 10 10 愛知県清須市西枇杷島町宮前 1 丁目 1 番地
100 大垣ガス株式会社 1912 年 1 月 242 130 岐阜県大垣市寺内町 3 丁目 67 番地




1998 年 2 月 196 65
福岡県福岡市東区香椎 1-1-1 ニシコーリビング
香椎 2F




1998 年 4 月 490 70 愛知県豊田市元町 1 番地
105 株式会社 S－CORE 2015 年 1 月 1 N.A.





2010 年 11 月 20 N.A. 東京都足立区千住 1-4-1 東京芸術センター
107 株式会社エヌパワー南九州 2014 年 10 月 N.A. N.A. 鹿児島県鹿児島市東坂元 3 丁目 35－7
108 みやまスマートエネルギー株式会社 2015 年 2 月 20 N.A. 福岡県みやま市瀬高町小川 224－1
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109 エフィシエント株式会社 2015 年 6 月 25 N.A.
東京都港区東麻布 3 丁目 4-18　VORTEX 麻布
十番 7F
110 株式会社生活クラブエナジー 2014 年 10 月 44 N.A.
東京都新宿区新宿六丁目 24 番 20 号 Welship
東新宿
111 生活協同組合コープこうべ 1921 年 4 月 40,810 11,205 兵庫県神戸市東灘区住吉本町一丁目 3 番 19 号
112 株式会社シーエナジー 2001 年 4 月 7,600 77 愛知県名古屋市中区新栄 2－9－16
113 角栄ガス株式会社 1964 年 5 月 100 46 東京都渋谷区元代々木町 33 番地 8
114 京葉瓦斯株式会社 1927 年 1 月 2,755 877 千葉県市川市市川南 2 丁目 8 番 8 号




1968 年 2 月 73,303 18,482 東京都港区港南 2 丁目 16 番 6 号
117 株式会社とっとり市民電力 2015 年 8 月 20 N.A. 鳥取県鳥取市五反田町 6
118 株式会社イーエムアイ 2009 年 10 月 10 110
東京都新宿区西新宿 5－24－16 西新宿ウェー
ルビル 6 階
119 森の電力株式会社 N.A. N.A. N.A. 東京都渋谷区神南 1-9-4　NC ビル 4 階 A 号
120 大和ハウス工業株式会社 1955 年 4 月 161,699 14,862 大阪府大阪市北区梅田三丁目 3 番 5 号
121 HTB エナジー株式会社 2015 年 2 月 45 N.A. 長崎県佐世保市ハウステンボス町 1－1
122 株式会社アシストワンエナジー N.A. N.A. N.A.





2013 年 10 月 84 N.A. 東京都港区芝浦一丁目 13 番 10 号
124 株式会社日本エコシステム 1997 年 5 月 372 350 東京都港区赤坂 1 丁目 7 番 1 号
125 湘南電力株式会社 2014 年 9 月 10 N.A. 神奈川県平塚市中堂 18－12
126 大東エナジー株式会社 2014 年 8 月 40 N.A. 東京都港区港南二丁目 16 番 1 号
127 アンフィニ株式会社 1995 年 12 月 244 245 大阪府堺市熊野町東 1 丁目 1 番 2 号
128 株式会社ベイサイドエナジー 2002 年 3 月 2,400 N.A. 東京都中央区銀座 6-15-1
129 鈴与商事株式会社 1990 年 2,00 469 静岡県静岡市葵区栄町 1－3 鈴与静岡ビル 6 階
130 豊通ニューエナジー株式会社 N.A. N.A. N.A. 東京都港区港南町二丁目 3 番 13 号
131 株式会社バランスハーツ 2006 年 7 月 N.A. N.A.
大阪府大阪市西区北堀江 1 丁目 5 番 2 号　四
ツ橋新興産ビル 4 階
132 ワタミファーム＆エナジー株式会社 1998 年 7 月 194 N.A. 東京都大田区羽田一丁目 1 番 3 号
133 SB パワー株式会社 2012 年 8 月 150 N.A. 東京都港区東新橋 1－9－2
134 NF パワーサービス株式会社 N.A. N.A. N.A. 東京都新宿区新宿 5-14-6
135 ひおき地域エネルギー株式会社 N.A. N.A. N.A. 鹿児島県日置市伊集院町妙円寺 2-54-10
136 和歌山電力株式会社 2015 年 1 月 N.A. N.A. 和歌山県和歌山市塩屋 5 丁目 5 番 43 号
137 株式会社エナジードリーム N.A. N.A. N.A. 鹿児島県鹿児島市中央町 8 番地 2
138 株式会社トドック電力 2015 年 7 月 15 N.A. 北海道札幌市北区篠路 2 条 7 丁目 5－1
139 MB エナジー株式会社 N.A. N.A. N.A. 愛媛県新居浜市磯浦町 16 番 5 号
140 株式会社フォレストパワー N.A. N.A. N.A. 広島県呉市広多賀谷 3－1－1
141 株式会社アドバンテック 1995 年 5 月 42 143
東京都千代田区丸の内 1－8－3 丸の内トラス
トタワー本館 4 階
142 ZE パワー株式会社 N.A. N.A. N.A.
東京都港区浜松町 1-10-14　住友東新橋ビル 3
号館 7 階（（株）ZE エナジー）
143 エネックス株式会社 1971 年 8 月 N.A. 110 東京都東村山本町 2 丁目 19 番地 4
144 株式会社 G－Power N.A. N.A. N.A.
東京都港区六本木一丁目 8 番 7 号 アーク八木
ヒルズ 2 階
145 NEC ファシリティーズ株式会社 1966 年 12 月 240 1,427 東京都港区芝二丁目 22 番 12 号
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146 株式会社津軽あっぷるパワー 2015 年 7 月 10 N.A. 青森県平川市松崎西田 41－10
147 株式会社花巻銀河パワー 2015 年 7 月 10 N.A. 岩手県花巻市二枚橋 5－6－3
148 宮崎パワーライン株式会社 N.A. N.A. N.A. 宮崎県日南市南郷町榎原甲 2091









151 株式会社 U-NEXT 2009 年 2 月 1,776 338
東京都渋谷区神宮前 3－35－2 クローチェ神宮
前ビル
152 株式会社岩手ウッドパワー 2014 年 2 月 N.A. N.A. 岩手県宮古市川井第 2 地割 2 番地
153 里山パワーワークス株式会社 N.A. N.A. N.A. 東京都目黒区八雲 2 丁目 23 番 8 号
154 株式会社中之条パワー 2015 年 11 月 N.A. N.A. 群馬県吾妻郡中之条町大字中之条町 1091 番地
155 株式会社 TOSMO 2010 年 6 月 10 N.A. 静岡県磐田市高木 47-20
156 日産トレーデイング株式会社 1978 年 4 月 320 1,200 神奈川県横浜市戸塚区川上町 91-1
157 JAG 国際エナジー株式会社 2006 年 8 月 100 N.A. 東京都千代田区六番町 2 番地
158 株式会社エネコープ 2001 年 7 月 80 80 北海道札幌市北区篠路 2 条 7 丁目 5－1




2003 年 12 月 268 N.A. 長野県駒ヶ根市赤穂 11465 番地 6
161 はりま電力株式会社 2015 年 5 月 N.A. N.A. 兵庫県姫路市大津区平松 223
162 株式会社浜松新電力 2015 年 10 月 60 N.A. 静岡県浜松市中区東伊場 2-7-1
163 ゼロワットパワー株式会社 2015 年 11 N.A.
千葉県柏市若柴 178 番地 4　柏の葉キャンパス




1992 年 9 月 1,000 24
東京都品川区東五反田 2－10－2 東五反田スク
エア 5 階
165 株式会社やまがた新電力 N.A. N.A. N.A. 山形県山形市松栄 1-3-8
166 一般社団法人東松島みらいとし機構 2012 年 10 月 N.A. N.A. 宮城県松島市矢本字上河戸 36 番地 1
167 志賀高原リゾート開発株式会社 1959 年 11 月 N.A. N.A. 長野県下高井郡山ノ内町大字平穏 7149
168 株式会社 Kenes エネルギーサービス 2015 年 12 月 0.5 N.A. 大阪府大阪市北区中之島 2-3-18
169 愛知電力株式会社 2015 年 3 月 3 N.A. 愛知県一宮市開明字新田郷 89 番地
170 御所野縄文電力株式会社 N.A. N.A. N.A. 岩手県二戸郡一戸町岩舘字田中 65－1
171 御所野縄文パワー株式会社 2012 年 7 月 0.1 N.A. 岩手県二戸郡一戸町岩舘字田中 65 番地 1
172 宮古新電力株式会社 N.A. N.A. N.A. 岩手県宮古市築地 2-2-32
173 長崎地域電力株式会社 N.A. N.A. N.A. 長崎県西彼杵郡長与町高田郷 62－1
174 株式会社 NTT ファシリティーズ 1992 年 12 月 12,400 5,500 東京都港区芝浦三丁目 4 番 1 号
175 近畿電力株式会社 2015 年 5 月 N.A. N.A. 兵庫県尼崎市南塚口町 5 丁目 15－12
176 株式会社日本新電力総合研究所 2015 年 4 月 N.A. N.A. 東京都千代田区丸の内 1-3-1
177 新電力おおいた株式会社 2015 年 8 月 75 350 大分県由布市挾間町高崎 97 番地 1
178 株式会社日本セレモニー 1972 年 6 月 10 N.A. 山口県下関市王喜本町 6－4－50
179 株式会社リレボ 2013 年 9 月 N.A. N.A. 東京都千代田区丸の内 2-3-2
180 株式会社池見石油店 1960 年 7 月 10 60 北海道函館市豊川町 10－1
181 滋賀電力株式会社 2015 年 4 月 N.A. N.A. 滋賀県米原市梓河内 268
182 芝浦電力株式会社 2015 年 6 月 30 N.A. 福岡県福岡市中央区天神 3－10－30
183 本田技研工業株式会社 1948 年 9 月 86,000 22,954 東京都港区南青山 2 丁目 1－1
184 エコエンジニアリング株式会社 2001 年 12 月 N.A. N.A. 奈良県香芝市瓦口 173－2
185 いこま電力株式会社 2015 年 20 N.A. 奈良県生駒市西白庭台 2－14－2
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186 スズカ電工株式会社 1999 年 6 月 5,528 92 大阪市北区豊崎 3 丁目 2 番 1 号
187 株式会社第一ビルサービス 1963 年 7 月 30 N.A. 広島県広島市中区大手町 5-3-12
188 株式会社エーコープサービス N.A. N.A. N.A. 北海道河東郡士幌町字士幌西二線 159
189 昭和商事株式会社 1929 年 3 月 30 139 東京都目黒区祐天寺 2－11－10
190 ミライフ東日本株式会社 1986 年 5 月 200 450 宮城県仙台市宮城野区扇町 4-7-30
191 ツネイシ C バリューズ株式会社 N.A. N.A. N.A. 広島県福山市沼隈町常石 1083 番地
192 千葉電力株式会社 2015 年 2 月 N.A. N.A. 千葉県八千代市勝田台7-1-23 リバティ勝田台1F
193 株式会社坊っちゃん電力 2015 年 5 月 11 N.A. 愛媛県松山市山越 5－6－32
（注）N.A. ＝ not available
（出所）インターネットで公開されている情報に基づいて筆者作成（2016 年 2 月 8 日時点）。
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参考資料 2．登録小売電気事業者関連の公開WEBの URL
（2016 年 4 月 1 日現在（ただし，特定規模電気事業者（PPS）情報は 2016 年 2 月 8 日時点））
登録小売電気事業者名 公開 WEB の URL





6 イーレックス販売 3 号株式会社 http://www.erex.co.jp/










































































































































































172 ◎ HTB エナジー株式会社 http://htb-energy.co.jp/
173 ◎株式会社アシストワンエナジー http://assistone-group.com/pps.html
174 株式会社サン・ビーム http://www.3-bm.co.jp/












株式会社パルシステム電力（平成 28 年 3 月 1 日株式会社エ
コサポートから社号変更）
http://www.pal.or.jp/press/2015/160301b/
186 ◎ SB パワー株式会社 http://www.sbpower.co.jp/















202 ◎株式会社 G－Power https://f-power.co.jp/info/g-power/
203 株式会社 SBN N.A.
204 佐伯森林資源株式会社 http://www.intellect-grp.com/company/saikishinrin/








213 ◎株式会社 U-NEXT http://unext.co.jp/





219 ◎株式会社 TOSMO http://tosmo.jp/
220 ◎日産トレーデイング株式会社 http://www.nitco.co.jp/
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（出所）インターネットで公開されている情報に基づいて筆者作成（2016 年 2 月 8 日時点）。
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参考資料 3．登録特定送配電事業者 22関連の公開WEBの URL
（2016 年 4 月 1 日現在）
登録特定送配電事業者名 公開 WEB の URL














15 JFE スチール株式会社 http://www.jfe-steel.co.jp/
16 株式会社 OGCTS http://www.ogcts.co.jp/
（注） 事業者名の前に◎印を付した事業者は特定規模電気事業者（PPS）も兼ねている。東日本旅客鉄道（株），六本木エネルギー
サービス（株），住友共同電力（株），JFE スチール（株），（株）OGCTS の 5 社は特定電気事業者である（2015 年 3 月末）。
（出所）インターネットで公開されている情報に基づいて筆者作成（2016 年 2 月 8 日時点）。
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Abstract
Japan has experienced oil crises in 1970s, conversion to energy-saving economic structure, 
deregulation and global environmental issues, globalization issues, rising crude oil prices, and the 
Great East Japan Earthquake - the Tokyo Electric Power Company Fukushima Daiichi nuclear power 
plant accident. In the meantime, Japan’s government has been taking the energy mix policy to shift 
from fossil energy sources（coal, crude oil, natural gas）to non-fossil energy sources. Fossil energy 
sources in the 1970 fiscal year accounted for 93% of Japan’s total primary energy supply, and in 
fiscal 2010 they accounted for 84% due to rise of nuclear power dependence. After the Tokyo 
Electric Power Company Fukushima Daiichi nuclear power plant accident has happened, the share of 
fossil energy sources has increased to 94.5% in the 2013 fiscal year. At the time of fiscal 2015, 
Japan’s government has announced that the share of fossil energy sources of the 2030 fiscal year 
should be decreased to approximately 76% level. 
This paper supposes that the feasibility of the government’s plan would be greatly influenced by 
the success or failure of renewable energy business growth in the Power Producer and Supplier
（PPS）. Therefore, this paper focuses on the current condition and issues of the PPS in Japan which 
consists of approximately 800 new comers of renewable energy power business at the time of 
February 2016. And then, it examines some policy issues regarding promotion of renewable energy 
power generation.
This paper points out that Japan’s Feed-In Tariff scheme（FIT）should be reexamined regarding 
its fixed pricing method and national burden（for example, renewable energy surcharge）from the 
view point of economic rationality. It also indicates that Japan’s government should consider taking 
measures of economic regulation which can control sunk costs that may occur with market failures 
and government failures, to balance the public and market competition in the power business services, 
Current condition and issues of Japan’s policy 
of renewable energy: Barriers for new comers of 
renewable energy power business 
Hideaki FUJII
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and that the FIT should be required resilience in full liberalization of the electricity retail market.
Keywords : Renewable Energy Policy, Electricity Market, Power Producer and Supplier（PPS）, 
Feed-In Tariff（FIT）scheme, Regional Revitalization
87日本の再生可能エネルギー政策の現状と課題

